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パラカ株式会社  ※この報告書に関するお問い合わせは下記までお願いいたします。

ホームページのご案内

http://www.paraca.co.jp/
当社ホームページでは、豊富なインフォメーション
を掲載しております。
今後も株主・投資家の皆様に向けて当社の情報を
迅速に提供してまいりますので、どうぞご利用くだ
さい。

株主メモ

●事業年度 毎年10月1日から翌年9月末日

●定時株主総会 毎年12月開催

●基準日 定時株主総会　毎年9月30日
期末配当金　　毎年9月30日
その他必要があるときは、あらかじめ公告して定めます。

●株主名簿管理人 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

●株主名簿管理人
　事務取扱場所

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

　（郵便物送付先） 〒168ー0063　東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部

　（電話照会先） 0120ー782ー031

　（インターネット ホームページ URL）http://www.smtb.jp/personal/agency/index.html

●証券コード 4809

●公告方法 電子公告により行います。ホームページアドレスは次
のとおりです。
http://www.paraca.co.jp/
ただし、電子公告によることができないやむを得ない
事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載します。

【株式に関する住所変更等のお届出およびご照会について】
　証券会社に口座を開設されている株主様は、住所変更等のお届出およびご照会は、
口座のある証券会社宛にお願いいたします。証券会社に口座を開設されていない株主
様は、下記の【特別口座について】をご確認ください。

【特別口座について】
　株券電子化前に「ほふり」（株式会社証券保管振替機構）を利用されていなかった株主
様には、三菱UFJ信託銀行株式会社に口座（特別口座といいます。）を開設しております。
上記株主名簿管理人とはご照会先および住所変更等のお届出が異なりますのでご留意
ください。
●特別口座に関するご照会先

（特別口座の口座管理機関）
（郵便物送付先）

（電話照会先）

三菱UFJ信託銀行株式会社
〒137ー8081　東京都江東区東砂七丁目10番11号
三菱UFJ信託銀行株式会社　証券代行部
0120ー232ー711

パラカ 検 索
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株主の皆様へ トップインタビュー

残された貴重な時間 ～陽時代へ向けて～
ごあいさつ

代表取締役  執行役員社長　駒井　雄一

　株主の皆様にはますますご清栄のこととお喜び申し上げます。
　おかげさまで当期は、創業以来の１９期連続増収、4期連続の最高益となり、また運営車室数も
２万台の大台に乗せることができました。株主の皆様を始め関係者の方々に厚く御礼申し上げます。
　当社は当期において、従来の利益配分に関する基本方針について再考し、「持続的な成長と中
長期的な企業価値の向上のために『資本効率』、『財務健全性』及び『投資環境』に応じて、再投資
とのバランスをとりながら株主の皆様への利益配分を行うこと」を基本方針として再定義いたしました。この方針に基づき、資本効率を
向上させ、株主の皆様への利益配分の充実と株主層の拡大を図るため、前期の一株当たり期末配当１２円から当期は２９円へと増
配し、また株主優待制度の導入も行いました。
　この数年間、内部留保を充実させ、駐車場の新規開拓・営業支援システムの拡充・新卒の採用・社員の育成体制の充実など財務・
営業体制両面における経営基盤の強化を行ってきた結果、利益配分の充実を行う一方、持続的な成長のための再投資も積極化
する体制が整って参りました。保有駐車場用地や太陽光発電設備への投資も当期は前期に比べ大幅に増やし、今後も保有駐車場
への投資は、地方の中核都市を中心に積極的に行うつもりです。当報告書の7〜8ページに、「陽時代の陰現象は絶好の機会」と
題したコラムを掲載していますが、最も効果的な投資をするために残された時間は、あと４年足らずであると考えています。創業以来、
常に「今、私たちは何時（いつ）にいるのか」を経営上の重要な問いとして自らに投げかけて参りましたが、大きな時間の流れの中に
おける重要な時間帯に直面していると認識しています。日本全国の中核都市における保有駐車場への投資は、賃借駐車場との
相乗効果により、これまで推し進めてきた「地域一番戦略」を加速するものと期待しています。
　これからも継続的な増配ができるよう持続的な業績の向上に努めて参ります。今後ともご支援・ご鞭撻を賜りますよう宜しくお願い
申し上げます。

代表取締役  執行役員会長　内藤　亨

　株主の皆様にはますますご清栄のこととお喜び申し上げます。
　この度、平成27年12月17日付で代表取締役に追加選任された駒井雄一でございます。
　内藤より執行役員社長の職を引き継ぎますが、その責務の重大さを考えますと、誠に身の引き
締まる思いがいたします。
　はなはだ微力ではございますが、この大任をお受けいたしましたうえは、一意専心、社業の
発展に全力をつくす所存でございます。
　何とぞ、ご指導ご鞭撻を賜りますようお願い申し上げます。

　　当期の業績は、売上高109億97百万円（前事業
年度比 9.1％増）、営業利益20億37百万円（同 17.3%
増）、経常利益17億86百万円（同 20.9%増）、当期純
利益11億32百万円（同 26.8％増）となりました。19期
連続の増収であり、4期連続の最高益となりました。また、
当期純利益において10億円を初めて超え、11億32百
万円となりました。
　特徴としては、売上高の伸び9.1％に対し、営業利益で
17.3%、経常利益で20.9%と利益ベースで大きく伸び
たことです。
　この要因は、主に①新規オープンが順調であったこと、
②前期に比べて解約車室数が少なかったこと、③既存
駐車場の売上が上昇し、利益率が改善したこと、があげ
られます。
　1つ目の駐車場の新規開拓が順調であったことですが、
新規開拓は275件4,410車室と、車室数では前期を

Q 第19期の経営成績について、特徴やポイントをお聞かせください。

A
　  

225車室下回りましたが、件数は56件の増加となりま
した。
　2つ目の解約車室数が少なかったことについては、
前期は89件3,108車室と過去最多の解約件数、車室数と
なりましたが、当期は93件1,224車室と、車室数につい
ては大きく減少しました。これは前期において、大規模な
駐車場の解約が一巡し、当期に解約となった駐車場は
比較的小規模な駐車場であったためです。これにより、
純増としては過去最高の車室数となりました。
　3つ目の既存駐車場の売上が上昇し、利益率が改善
したことですが、都心部を中心に駐車場に替え、ビル等の
不動産開発を進めるケースが増え、駐車場の需給バラ
ンスがタイトになったことから既存駐車場の売上が向上
しました。その結果、当期の売上総利益率は、前期に
比べて1.4％上昇し、28.6％となりました。

●創業から19期連続増収・4期連続最高益　■売上（左軸）  ■経常利益（右軸）　
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Q 第19期の投資実績、第20期の投資計画について教えてください。

A 　　
　

トップインタビュー

　　第19期は結果として、保有駐車場に対して約12億円
（オープンベース）、太陽光発電に対して約10億円、合計約
22億円の投資となりました。
　保有駐車場については、新潟市25車室、仙台市30車室、
水戸市12車室、大阪市19車室、高知市11車室、合計5件
97車室をオープンさせ、このほか大阪市、高知市にて計
4件38車室分の駐車場用地を取得する契約を第19期に
締結しました。太陽光発電事業については、「修善寺太陽光
発電所」が2015年4月から稼働し、この12月には「かすみ
がうら太陽光発電所」が稼働する予定です。
　保有駐車場ですが、第18期に購入契約を交わした物件は
3件であったのに対し、第19期では9件と大きく伸ばす
ことができました。特に下期に6件を契約できており、「保有
駐車場へ積極投資する」という方針が徐々に現場に浸透し、
成果に結びついてきていると考えています。ある社員が
土地の購入に至ったプロセスは、営業支援システムを通じて
全営業員に共有されるため、「土地を買う」という視点を
広める上で大きな役割を果たしています。
　また、営業支援システムには、当社の運営する駐車場、

他社が運営する駐車場、更地、古家、周辺集客施設等の情報
を視覚的に表示することができるため、俯瞰的に不動産
情報を把握することができます。営業員の「購入の視点」と
不動産情報の拡大が合わさり、投資を検討できる案件数が飛
躍的に伸びています。
　第20期についても、「保有駐車場への積極投資」を
継続し、30億円の投資を行うことを目標としています。
先日開示しました当社の第20期における業績予想は、
13.5億円分の投資を前提とした計画ですが、投資目標額
を達成できるよう進めていきます。
　当社は『投資利回り＝売上総利益額÷投資額（土地）』を
基準として投資判断を行いますが、中心市街地のうち、一
等地や立地の良い駐車場については、基準とする利回り
を若干下げてでも、取得を目指します。当社は「陽時代に
向けてバランスシートを大きくするべきである。」という基
本観に立ち、第20期に最大限投資することで、安定した収
益基盤である保有駐車場をさらに盤石なものにしていき
たいと考えています。

Q 保有駐車場投資の基本的考え方と現在の状況を教えてください。

A
　

　　基本的な考え方は二つあります。
　一つ目は、これまで述べてきましたように、保有駐車場を
核とした賃借駐車場との相乗効果および「解約のない駐車
場」の残高拡大、言い換えると、保有駐車場投資を本業である

駐車場開拓の物件情報の拡大も含めた営業戦略上の起点に
位置付けているということ、および地域一番戦略上の要に
位置づけているということです。現在地域一番戦略がうまく
機能している都市は、青森、新潟、水戸、甲府、姫路などです。

●保有駐車場・太陽光発電投資額の推移

北海道
3件 172車室
投資額：9.4億円

東北
14件 1,131車室
投資額：36.0億円

関東
45件 1,188車室
投資額：57.0億円

古川駅前太陽光発電所
約0.74メガワット
投資額：3.0億円

水戸駅前太陽光発電所
約0.2メガワット
投資額：0.8億円

修善寺太陽光発電所
約1.2メガワット
投資額：4.0億円

かすみがうら太陽光発電所
約1.7メガワット
投資額：6.0億円
※2015年12月稼働開始予定

甲信越北陸
16件 363車室
投資額：12.0億円

東海
4件 71車室
投資額：4.0億円

四国
5件 54車室
投資額：3.1億円

中国
4件 33車室
投資額：2.2億円

九州
12件 373車室
投資額：20.1億円

近畿
13件 185車室
投資額：19.9億円

●保有物件分布地図
2015年9月末現在

　二つ目は、現在のタイミングに関する
ことです。陰（デフレ）の時代には、資産
のうち相対的にモノよりも現金を持って
いた方が良いのですが、これからの陽

（インフレ）の時代には、その逆で現金
よりもモノを持っていた方が良く、先ほ
ども申しました通り、企業財務の観点で
いうと、「陽時代に向けてバランスシー
トを大きくするべきである。」という基本
観を持っています。
　第19期末において、保有駐車場は
3,570車室、賃借駐車場は19,300車
室が稼働し、その比率は1対5.4ですが、
利益ベースでは1対1.3と、保有駐車場
の収益性が大きく勝っています。現在
当社の総資産は約235億円ですが、
この内、163億円が保有駐車場の投資
残高となっています。当期は保有駐車
場への投資を大幅に増やしましたが、
今後もこれを加速し、投資残高を拡大し
たい、その際には資本効率を低下させ
ずにバランスシートを大きくする舵取り
を行いたいと思います。
　保有駐車場の分布状況は、図のとおり
日本全国に分散されているものの、
投資額についてはばらつきがあり、まだ
まだ用地発掘の余地は大きいと思い
ます。今後も営業拠点を増やし、地方の
中核都市での駐車場開発を行いたいと
考えています。
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Q 管理部門についてはどうでしょうか。

A
　

トップインタビュー 営業概況及びセグメント別情報

　　第17期より本格稼働している基幹系システム「ペガ
サス」（PEGASUS；Paraca Enterprise Govern And 
SUpport System）について、当期さらに磨きをかけ
ました。これにより営業の効率化、機動的な料金変更等に
大きく貢献しました。
　営業員は、ペガサスの一部である営業支援システムを
タブレット端末に入れて持ち歩き、このシステムに土地
情報等を入力します。土地情報は、運用開始からの2年
余りで約32万件にも達しています。この約32万件のう
ち、候補地情報が約23万件、コインパーキング情報
が約8万件、建築中建物情報が約7千件となっています。
　それぞれのピンには、地主の情報、商談記録、土地の

 当事業年度においては、新潟市
25車室、仙台市30車室、水戸市
12車室、大阪市19車室、高知市
11車室、合計5件97車室の新規
開設を行い、9月末現在において
は116件3,570車室が稼働して
おります。売上高は1,559百万円

（同6.5％増）となりました。

2015/92014/9
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賃借駐車場売上高（単位：百万円）
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保有駐車場売上高（単位：百万円）

●賃借駐車場
売上高 9,081百万円 （前事業年度比 9.7％増）

●保有駐車場
売上高 1,559百万円 （前事業年度比 6.5％増）

　当事業年度においては、270件
4,313車室の新規開拓を行い、
93件1,224車室の解約がありま
した。その結果、車室数としては過去
最高となる177件3,089車室の
純増となり、9月末現在1,489件
19,300車室が稼働しております。
車室数の順調な増加により売上高
は9,081百万円（前事業年度比
9.7％増）となりました。

82.6%

14.2%

その他 3.2%

形状などの情報が、当社駐車場については、それらに
加えて収支予測、図面、契約書、提案書等々の情報が保存
されています。謄本の情報が時系列で保存されており、
複数の営業員が同じ土地の謄本を重複して取得しない
ようになるなど、経費削減にも大きく貢献しています。これ
らの蓄積をこれまで以上に営業活動に活用できるよう、
社内で日々、開発を続けています。
　また、当期において、サーバーのすべてをクラウド化
しました。これにより、サーバー本体およびネットワークの
購入、管理運営コストが低減され、より基幹系システム

「ペガサス」の開発に注力できる環境が整いました。

●営業支援システム「SFA」（Sales Force Automation）

地主情報
商談履歴
訪問履歴
収支予測

図面
契約書
写真
・
・
・

総ピン数
約32万件
のうち、
候補地

約23万件
コインP
約8万件
建築中

約7,000件
・
・
・

セグメント別
売上高構成比
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コラム

　一昨年（2013）のビジネスレポートにおきまして、日本
経済は陰時代を脱して陽時代へ転換したとの時代認識を
示しました。その概要は、図１のように、東京株式取引所が
開設された明治１１年（1878）以降、１３7年にわたる株式
市場の歴史において、一度目の陰時代（AB）が1907～
1930年の２３年間、1989年から始まった二度目の陰
時代も23年間で終了するとすれば、その終点は2012年
となる（AB＝CD）、という見方です。このような認識に立ち、
当社は駐車場用地や再生可能エネルギー設備への積極
的な投資を行うこととしました。実際の株式市場はその後
2013年から大きく上昇し２倍以上の値上がりとなって
おり、不思議なことに、見事な時間的な一致が見て取れる
結果となっています。時間的な符合は、このような大局的な
時間軸だけでなく、長期・中期・短期の時間軸にも適用する
ことが出来ます。

陽時代の陰現象は絶好の機会

　今回の当コラムにおきましては、時間の階層を一段下げた
もう少し短い時間軸における戦後の上昇波動と下落波動を
分析し、現在の陽時代がいつまで続くのか、今私たちは大局
的な上昇波動のいつの時点に居るのかについての私なりの

　図２の上昇波動は、89カ月に渡っていますが、この前の
２波動の時間も見てみると（図３）、③④の上昇波動（89カ月）
と、その前の２波動①②③（88カ月）の時間的な符合が見て
取れます。
　（①の起点は日経平均のデータがないためフィッシャー指数による）

下絵を描いてみたいと思います。
　図２は昭和29年から昭和36年までの日経平均の上昇
局面を表したものです。普通は314円から1,829円へと
5.8倍の値上りをしたと、価格軸の方に目がいくものです。
が、時間軸に焦点を当てることで貴重な発見をすることが
出来ます。

　同様に、昭和４０年から
昭和４８年に至る上昇波動
（図４）も、その前の２波動
の時間に符合し、昭和４９
年から昭和５６年に至る上
昇波動(図５）も、その前の
２波動の時間に符合し、昭
和５７年から平成元年に至

　図３から図６に示した各④の高値は戦後の株式市場の
重要な高値であり、この４例すべてにおいて時間の符合を
見ることが出来ます。

　次に、平成元年以降の陰時代の波動を見てみましょう。

　前述の上昇波動と同様に、下降波動においても時間の
符合を見ることが出来ます。図１のCDは、分解してみると、
図７と図８を合わせた時間的構造になっているわけです。
　図８の④は図１のDと同じ時間帯であり、これを起点とし
た大局的な上昇波動がすでに始まっています。とすると、そ
の上昇波動の時間的構造はどのようになるべきか？

　２０１２年から始まった上昇波動は、多少の時間のズレが
あったとしてもほぼ確定的であると考えます。なぜなら、
この波動を上昇波動ではなく下降波動における戻りの波動
とするためには、今後日経平均が２００9年３月の7,０54円を
割り込む、という条件を満たさなければならないからです。
　上記のような認識に立ち、現時点から③までの３年１１か月
の期間を、③から④に至る日本経済の大上昇波動に備える
ための残された貴重な時間と捉えています。
　この期間中にいかに優良な物件に投資できるかが、将来の
パラカの持続的な成長の糧となるため、今後一層積極的な
営業活動並びに投資活動を行って参りたいと考えています。

平成２７年１0月　代表取締役　内藤　亨

昭和48年1月
（1973） 5,359円

昭和32年12月
（1957） 

④

③

①

②

92カ月 91カ月

昭和40年7月
（1965） 1,020円

昭和40年7月
（1965） 1,020円

図4

1907年
明治40年

1930年
昭和5年

1989年
平成元年

2012年
平成24年

1878年
明治11年

D

C

A

B

図1

平成元年12月
（1989） 38,915円

昭和50年9月
（1975） 3,814円

④

③

①

②

86カ月 87カ月

昭和40年7月
（1965） 1,020円

昭和57年10月
（1982） 6,849円

図6

平成15年4月
（2003） 7,607円

平成24年6月
（2012） 8,295円

TOPIXの
最安値時

平成24年10月
(2012) 8,534円

上昇波動の
起点とする

二番底

④
④

③
③① ①

② ②

79カ月 83カ月 75カ月 75カ月

平成元年12月
（1989） 3,8915円

平成8年6月
（1996） 2,2666円

平成元年12月
（1989） 38,915円

平成年６月
（2006）

TOPIXの
高値時点

平成12年2月
（2000）

TOPIXの
高値時点

平成12年2月
（2000）平成8年6月

（1996） 22,666円
平成18年4月
（2006）

図7 図8

昭和56年8月
（1981） 8,019円

昭和42年12月
（1967） 1,250円

④

③

①

②

83カ月 83カ月

昭和49年10月
（1974） 3,355円

昭和49年10月
（1974） 3,355円

図5

昭和36年7月
（1961） 1,829円

昭和29年3月
（1954） 314円

昭和36年7月
（1961） 1,829円

昭和21年12月
（1946） 

④

③
①

②

89カ月 88カ月 89カ月

昭和29年2月
（1954） 314円

昭和29年3月
（1954） 314円

図2 図3

　戦後から現在までの波動と同様に、２波動（①②③）と次の
１波動（③④）の時間が符合する構造になるとすると、図９の
ように、
１.上昇波動は④の平成３8年（２

０２６）まで続く。
２.現在（２０１５年１0月）は、2012

年１０月から３7カ月しか経過
しておらず、まだ②の時点
にさえ到達していない可能
性が高い。

３.②に到達した後、③への調整
は２０１９年８月までとなる。表
題の「陽時代の陰現象は絶好の機会」の期間がこれにあたる。

平成38年6月
（2026）

平成24年10月
（2012） 8,534円

④

③

①

②

83カ月 83カ月

平成31年8月
（2019）

平成31年8月
（2019）

図９

　これまで見てきた時間的符合は、長くて９２カ月、短くて
７５カ月、最も多く出てきた時間は８３カ月です。ここでは、
８３カ月の時間を採用し、また、図３から図６の各①に相当する
時点と同様に、上昇起点を２０１２年６月安値に対する二番底
である２０１２年１０月とし、今後の時間的構造のひとつの
メドを示します。

る上昇波動（図６）も、その前の２波動の時間に符合してい
ます。
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株主資本等変動計算書 （単位：百万円）

当　期
2014年10月1日から（2015年9月30日まで）

株主資本 評価・換算差額等
新株

予約権
純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金
自己株式 株主資本

合計

その他
有価証券

評価差額金

繰延ヘッジ
損益

評価・
換算差額等

合計
資本

準備金
その他資本

剰余金
資本剰余金

合計
その他利益剰余金 利益剰余金

合計特別償却準備金 繰越利益剰余金

2014年10月1日残高 1,642 1,672 ─ 1,672 203 4,932 5,135 △100 8,348 8 △182 △174 81 8,255
事業年度中の変動額
  新株の発行（新株予約権の行使） 57 57 57 114 114
  剰余金の配当 △112 △112 △112 △112
  当期純利益 1,132 1,132 1,132 1,132
  特別償却準備金の積立 252 △252 ─ ─
  特別償却準備金の取崩 △33 33 ─ ─
  自己株式の処分 304 304 60 365 365
  株式給付信託による自己株式の取得 △365 △365 △365
  株主資本以外の項目の
  事業年度中の変動額（純額） 0 19 20 5 26

事業年度中の変動額合計 57 57 304 362 219 801 1,020 △304 1,134 0 19 20 5 1,161
2015年9月30日残高 1,699 1,729 304 2,034 422 5,733 6,155 △405 9,483 9 △163 △153 86 9,416

※金額は、百万円未満を切捨表示しております。

貸借対照表 （単位：百万円）

科　目 当　期
（2015年9月30日現在）

前　期
（2014年9月30日現在）

●資産の部
流動資産 3,449 2,531
固定資産 20,026 18,163
　有形固定資産 19,683 17,810
　無形固定資産 30 23
　投資その他の資産 312 329
資産合計 23,476 20,694
●負債の部
流動負債 2,695 2,420
固定負債 11,364 10,018
負債合計 14,059 12,438
●純資産の部
株主資本 9,483 8,348
　資本金 1,699 1,642
　資本剰余金 2,034 1,672
　利益剰余金 6,155 5,135
　自己株式 △405 △100
評価・換算差額等 △153 △174
　その他有価証券評価差額金 9 8
　繰延へッジ損益 △163 △182
新株予約権 86 81
純資産合計 9,416 8,255
負債純資産合計 23,476 20,694

損益計算書 （単位：百万円）

科　目 当　期
2014年10月1日から（2015年9月30日まで）

前　期
2013年10月1日から（2014年9月30日まで）

売上高 10,997 10,080
売上原価 7,855 7,335
売上総利益 3,141 2,745
販売費及び一般管理費 1,103 1,008
営業利益 2,037 1,736
営業外収益 2 3
営業外費用 253 261
経常利益 1,786 1,477
特別利益 4 24
特別損失 13 18
税引前当期純利益 1,777 1,483
法人税、住民税及び事業税 551 632
法人税等調整額 92 △42
当期純利益 1,132 893

●大株主
大株主 持株数（株） 持株比率（％）

日成ビルド工業株式会社 1,661,100 16.89

有限会社リョウコ－ポレ－ション 700,000 7.12

兼平　宏 550,000 5.59

ＳＢＩホールディングス株式会社 400,000 4.07

日信電子サービス株式会社 300,000 3.05

株式会社プレステージ・インターナショナル 300,000 3.05

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 291,400 2.96

内藤　宗 280,000 2.85

内藤　主 280,000 2.85

三井住友信託銀行株式会社（信託E口） 250,000 2.54

(注) 持株比率は自己株式（415,028株）のうち、従業員株式給付信託（250,000株）を除く、
　　当社所有自己株式（165,028株）を控除して計算しております。
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1,000,000
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●株価と出来高推移

●金融機関 13.97％

個人・その他 41.87％ ●その他の法人 38.69％

●証券会社 1.43％
●外国法人等 4.04％

●所有者別株式分布

会社概要

●商号 パラカ株式会社  （英文名  Paraca Inc.）

●設立 1997（平成9）年8月22日

●資本金 16億9,935万円 （2015年9月30日現在）

●事業所 本社 〒106-0041  東京都港区麻布台1-11-9
TEL 03-6230-2300　FAX 03-6230-2301

大阪支店 〒530-0004  大阪府大阪市北区堂島浜1-4-19
TEL 06-6345-8800　FAX 06-6345-8804

新潟支店 〒950-0087  新潟県新潟市中央区東大通2-4-1
TEL 025-368-7272　FAX 025-368-7273

仙台営業所 〒980-0014  宮城県仙台市青葉区本町1-11-1
TEL 022-380-8800　FAX 022-380-8804

埼玉営業所 〒330-0064  埼玉県さいたま市浦和区岸町7-5-21
TEL 048-615-4809　FAX 048-615-4810

新宿営業所 〒160-0023  東京都新宿区西新宿3-9-14 
TEL 03-6859-7110　FAX 03-6859-7112

横浜営業所 〒220-0004  神奈川県横浜市西区北幸1-11-15
TEL 045-287-4809　FAX 045-287-4810

名古屋営業所〒460-0008  愛知県名古屋市中区栄2-1-1
TEL 052-855-2700　FAX 052-855-2701

京都営業所 〒600-8009  京都府京都市下京区函谷鉾町79
TEL 075-279-4809　FAX 075-279-4810

神戸営業所 〒650-0024  兵庫県神戸市中央区海岸通3
TEL 078-571-4809　FAX 078-571-4810

福岡営業所 〒810-0801  福岡県福岡市博多区中洲2-8-24
TEL 092-283-1800　FAX 092-283-1801

●役員 代表取締役　執行役員会長 内藤　亨

代表取締役　執行役員社長 駒井　雄一

取締役　執行役員常務 間嶋　正明

取締役 中村　隆夫

取締役 渡辺　雅文

常勤監査役 廣澤　智

監査役 福島　一

監査役 遠藤　修介

●発行可能株式総数………………………………27,000,000株
●発行済株式の総数…………………………………9,997,000株
●株主数……………………………………………………3,120名

株式情報

財務諸表 会社概要・株式情報
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